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(57)【要約】
【課題】従来の半導体素子よりも高速で動作する電流増
幅素子を提供する。
【解決手段】入力電流路６０にはＸ方向に入力電流が流
れ、それと直交するＺ方向には、磁石９０から生じた磁
場が印加されている。入力電流路６０の下方には絶縁膜
８０を介して出力電流路７０が形成されている。出力電
流の流れる向きは入力電流と磁場の両方に直交している
ので、入力電流と磁場とによる電流磁気効果が働いて電
流が増幅される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２つの入力端子間に設けられ、入力電流が流れる入力電流路と、
　２つの出力端子間に設けられ、出力電流が流れる出力電流路と、
　発磁体と
　を備え、
　前記入力電流路と前記出力電流路とは略直交しており、
　前記発磁体から生じている磁場が前記入力電流路および出力電流路の双方に略直交して
いる、電流増幅素子。
【請求項２】
　前記入力電流路と前記出力電流路との間には絶縁膜が介在している、請求項１に記載の
電流増幅素子。
【請求項３】
　前記２つの入力端子間の距離は、前記２つの出力端子間の距離よりも大きい、請求項１
に記載の電流増幅素子。
【請求項４】
　入力電流を流すステップと、
　磁場を、前記入力電流が流れる向きに対して略直交させて印加するステップと、
　前記入力電流が流れる向きおよび磁場の印加の向きに対して略直交する向きに出力電流
が流れるステップと
　を含む、電流増幅方法。
【請求項５】
　前記出力電流が流れるところは、前記入力電流が流れるところから絶縁膜により隔てら
れている、請求項４に記載の電流増幅方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電流増幅素子および電流増幅方法に関し、特に発磁体を備えた電流増幅素子
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、大容量かつ高速のデータ送受信に対する需要が高まっており、より大容量のデー
タを、より高速に送受信するため様々な検討が行われている。例えば、電界効果トランジ
スタなどの電子デバイスを用いたエレクトロニクスと、発光ダイオードなどの光素子を用
いたフォトニクスとの融合に向けて、ミリ波帯よりさらに周波数の高いＴＨｚ帯での信号
処理技術の研究が盛んに行われている。このような技術の実現のためにはＴＨｚ帯で動作
可能な電子デバイスが必要不可欠である。
【０００３】
　電子デバイスのうち、増幅を行うトランジスタ、例えばＭＯＳトランジスタではゲート
絶縁膜があるため、入力インピーダンスが存在し、動作周波数が高くなるとこの入力イン
ピーダンスのため入力に対して出力に遅延が生じ、ある周波数以上では出力波形が歪んだ
り増幅が行えなくなってしまう。今のところ、電流利得が１となる周波数（遮断周波数）
を高くするため、電子回路を微細化し電子移動度の高い材料を使用するという戦略のもと
に電子デバイス開発が行われている。
【０００４】
　非特許文献１には、上記の戦略に従って作製したトランジスタが報告されている。この
トランジスタはＩｎＧａＡｓにより作製されており、ゲート長が２５ｎｍのものであり、
その結果遮断周波数が０．５６２ＴＨｚとなっている。
【０００５】
　また特許文献１には、ゲートと二次元電子によるチャネル層とを備える電界効果トラン
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ジスタであって、二次元電子によるチャネル層を流れる電子の移動方向に対して垂直方向
に磁場を印加することにより、高周波において高い遮断周波数と高利得を得ることができ
る電界効果トランジスタが開示されており、ゲート長０．１５μｍにて１．０８ＴＨｚの
遮断周波数が得られたことが示されている。
【特許文献１】特開２００４－２３５５６８号公報
【特許文献２】特開平５－２２６６３５号公報
【非特許文献１】K.Shinohara, et al., Jpn. J. Appl. Phys. 41, L437(2002)
【非特許文献２】T.Enoki, et al., Int. J. High Speed Electron. Syst. 11, 137(2001
)
【非特許文献３】M.J.W.Rodwell, et al., IEEE Trans. Electron Devices 48, 2606(200
1)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、微細化が進んでゲート長が１ｎｍに達すると、トンネル現象のためトラ
ンジスタは正常に動作しないようになる。このため、現在の手法では遮断周波数が１ＴＨ
ｚ程度のトランジスタまでしか作製できないと言われている（例えば、非特許文献２、３
参照）。
【０００７】
　一方、光通信システムでは、現在伝送容量は１００Ｇｂｉｔｓ／秒程度であるが、将来
は１Ｔｂｉｔｓ／秒に達すると予想され、この場合トランジスタは遮断周波数として４Ｔ
Ｈｚ以上を求められると予想される。けれども上述のように、現行の技術では約１ＴＨｚ
が上限であり、新たな技術を開発する必要に迫られている。
【０００８】
　また、特許文献１に開示された技術は量子ホール効果を利用しているものであり、極低
温でのみ作動するデバイスであるため、通常の室温条件で用いることができないという課
題を有している。
【０００９】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、従来の半
導体素子よりも高速で動作する電流増幅素子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上述の課題を解決するために、本発明の電流増幅素子は、２つの入力端子間に設けられ
、入力電流が流れる入力電流路と、２つの出力端子間に設けられ、出力電流が流れる出力
電流路と、発磁体とを備え、前記入力電流路と前記出力電流路とは略直交しており、前記
発磁体から生じている磁場が前記入力電流路および出力電流路の双方に略直交している構
成とした。入力電流路が２つの入力端子間に設けられているとは、離間した２つの入力端
子それぞれに入力電流路が接続していてその接続部の間に入力電流が流れる流路が形成さ
れていることであり、厳密な意味で２つの入力端子の間の空間に入力電流路が位置してい
ることを意味しているのではない。このことは出力端子と出力電流路との関係においても
同様である。入力端子と入力電流路との間には絶縁膜は非介在であり、両者はオーミック
接続していることが好ましい。出力端子と出力電流路との間にも絶縁膜は非介在であり、
両者がオーミック接続していることが好ましい。
【００１１】
　このような構成を備えていると、入力電流に対して垂直な方向に磁場がかかるため、電
流磁気効果によって入力電流と直角な方向に電位勾配が生じる。そして、入力電流路にお
いてインピーダンスが無いので、従来のトランジスタが有していた入力インピーダンスの
周波数依存性がなく、遮断周波数が非常に高くなる。ここで発磁体とは、磁場を発生させ
る物質であって、例えば磁石や電流が流れる配線を挙げることができる。
【００１２】
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　前記入力電流路および出力電流路は、Ｓｉ、化合物半導体あるいは金属からなることが
好ましい。化合物半導体としてはＳｉＣ、ＳｉＧｅ、ＳｉＧｅＣ、III－Ｖ族化合物半導
体（ＧａＡｓ、ＩｎＧａＡｓ、ＩｎＳｂ、ＩｎＡｓ、ＩｎＰ、ＧａＮ、ＩｎＧａＮなど）
を挙げることができる。入力電流路と出力電流路との構成物質が異なっていても構わない
。
【００１３】
　ある好適な実施形態において、前記入力電流路と前記出力電流路との間には、絶縁膜が
介在している。
【００１４】
　ある好適な実施形態において、前記２つの入力端子間の距離は、前記２つの出力端子間
の距離よりも大きい。
【００１５】
　遮断周波数が２００ＧＨｚ以上であることが好ましく、１ＴＨｚ以上であることがより
好ましい。
【００１６】
　本発明の電流増幅方法は、入力電流を流すステップと、磁場を、前記入力電流が流れる
向きに対して略直交させて印加するステップと、前記入力電流が流れる向きおよび磁場の
印加の向きに対して略直交する向きに出力電流が流れるステップとを含む。
【００１７】
　ある好適な実施形態において、前記出力電流が流れるところ（領域）は、前記入力電流
が流れるところ（領域）から絶縁膜により隔てられている。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の電流増幅素子は、入力電流路が磁場に垂直な方向に配置されており、出力電流
路が入力電流路と直交していて、入力インピーダンスの周波数依存性に起因する遮断周波
数の上限を規定する要因が無く、非常に高速に作動することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１（ａ）は実施形態１に係る電流増幅素子の模式的な平面図、（ｂ）はＡ－Ｂ
線断面図、（ｃ）はＣ－Ｄ線断面図である。
【図２】図２（ａ）は実施形態２に係る電流増幅素子の模式的な平面図、（ｂ）はＡ－Ａ
’線断面図である。
【図３】図３は実施例における電流利得の増加分の周波数依存性を表す図である。
【図４】図４は実施例における遮断周波数を推定する図である。
【図５】図５は実施例における別の遮断周波数を推定する図である。
【図６】図６は実施例と従来の電流増幅素子の特性を比較している図である。
【符号の説明】
【００２０】
１２　　　入力端子
１５　　　入力端子
２２　　　出力端子
２５　　　出力端子
３３　　　入力端子
３５　　　出力端子
４０　　　基板
５０　　　絶縁層
５１　　　絶縁層
６０　　　入力電流路
６２　　　出力電流路
７０　　　出力電流路
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８０　　　絶縁膜
９０　　　磁石
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。以下の図面においては、説
明の簡潔化のため、実質的に同一の機能を有する構成要素を同一の参照符号で示す。
【００２２】
　（実施形態１）
　実施形態１に係る電流増幅素子の模式的な平面図を図１（ａ）に、図１（ａ）の模式的
なＡ－Ｂ線断面図を図１（ｂ）に、模式的なＣ－Ｄ線断面図を図１（ｃ）に示す。
【００２３】
　本実施形態の電流増幅素子は、シリコン基板４０上に形成されている。断面図である図
１（ｂ）、図１（ｃ）においては、ドーピングによりｎ＋型Ｓｉとなっている出力電流路
７０の上に、ＳｉＯ２からなる絶縁膜８０を介してポリシリコンからなる入力電流路６０
が設けられている。基板４０の下側には磁石９０が接着されている。磁石９０は断面図に
おいて上下方向にＮ極とＳ極とが並んでおり、出力電流路７０および入力電流路６０に対
して直交する上下方向（Ｚ方向）の磁場を形成している。出力電流路７０は出力電流が流
れるところ（領域）であり、入力電流路６０は入力電流が流れるところ（領域）である。
【００２４】
　一方、平面図である図１（ａ）においては、入力電流と出力電流とが互いに直交して流
れるように入力電流路６０と出力電流路７０とが配置されていることが示されている。具
体的には、図１（ａ）において入力電流は２つの入力端子１２，１２’（一方の入力端子
１２’はグランド配線３０の一部である入力側グランド端子３１のコンタクト部）の間を
流れる。即ち、図１（ａ）の左右方向（Ｘ方向）に流れる。一方、出力電流は２つの出力
端子２２，２２’（一方の出力端子２２’はグランド配線３０の一部である出力側グラン
ド端子３２のコンタクト部）の間を流れる。即ち、図１（ａ）の上下方向（Ｙ方向）に流
れる。ここで、入力端子１２，１２’と入力電流路６０との間には絶縁膜が非介在であり
、両者は直接接触してオーミック接続している。出力側の接続も同様の構造である。なお
、基板４０の上において入力電流路６０、出力電流路７０、入力端子１２，１２’、出力
端子２２，２２’および端子間配線（入力配線１１、出力配線２０、グランド配線３０）
以外の部分は絶縁層５０が形成されている。
【００２５】
　本実施形態に係る電流増幅素子は、公知の半導体装置の製造方法を利用して製造するこ
とができる。磁石９０は基板４０に入力電流路６０、出力電流路７０、入力端子１２，１
２’、出力端子２２，２２’および端子間配線、絶縁層５０を作製してから基板の裏面側
に接着剤などにより接着させればよい。磁石９０としては、例えばＪＦＥ電磁鋼板（Ｂ＝
１．４７Ｔ、厚さ１００μｍ、ＪＦＥスチール株式会社製）を用いればよい。
【００２６】
　次に本実施形態の電流増幅素子の動作について説明をする。
【００２７】
　まず、入力端子１２，１２’間に入力電圧を印加して、入力電流路６０においてＸ方向
に入力電流を流す。Ｘ方向に入力電流が流れると、Ｚ方向の磁場が存在するため、電流磁
気効果によってＹ方向にホール電場が生じる。また、Ｘ方向に入力電圧が印加されると、
この入力電圧が絶縁膜８０を介して出力電流路７０に影響をおよぼし、さらにＺ方向の磁
場が存在するため、電流磁気効果によって出力電流路７０においてＹ方向に電流が流れる
。このように、入力電流を流すと２つの電流磁気効果によって、出力電流路７０に直接電
流が流れるとともに、Ｙ方向の出力電流路７０に上記ホール電場が影響をおよぼして出力
電流がより流れるように電圧がかかるため、電流の増幅が行われる。なお、電流磁気効果
とは金属や半導体が磁場中に置かれたときに示す様々な電気的、熱的現象のことであり、
その一つにホール効果がある。
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【００２８】
　半導体素子において電流磁気効果を利用している例としては、特許文献１の電界効果ト
ランジスタと特許文献２のメモリ機能を備えた薄膜半導体装置を挙げることができる。特
許文献１の電界効果トランジスタは、ソース・ドレイン間の電流に対しては磁場が垂直に
印加されているが、ゲート電流に対しては平行に磁場が印加されている点が本願発明とは
構造の面で異なっており、利用している物理現象も量子ホール効果による光学フォノンに
よるエネルギー散逸のない伝導であって、本願発明の通常のホール効果とは異なっている
。
【００２９】
　また、特許文献２の半導体装置は、ソース電極とドレイン電極とを結ぶ方向に対して垂
直な方向に磁場を形成しておき、電流磁気効果のうちホール効果を利用して、ソース・ド
レイン間に電流が流れたときにソース電極とドレイン電極とを結ぶ方向および磁場の方向
の双方に垂直な向きに生じるホール電圧を検出してメモリとして利用するものである。ホ
ール効果は、電流の流れている導体が電流と垂直方向の磁場におかれたときに電流と直角
な方向に電位勾配が生じる現象であり、特許文献２の半導体装置は、このホール効果をそ
の定義のままに利用しているメモリである。
【００３０】
　しかしながら、本実施形態の電流増幅素子は入力電流路６０と出力電流路７０とが絶縁
膜８０を介して隔てられているため、ホール効果をそのまま利用したものではなく、電流
増幅素子であってメモリではない。本願発明者らは、入力電流路６０にホール電場が生じ
たときに絶縁膜８０を介して出力電流路７０にも影響をおよぼすこと、および入力電圧も
絶縁膜８０を介して出力電流路７０に影響をおよぼすことを見出して本実施形態を想到す
るに至ったのである。
【００３１】
　本実施形態では、電流磁気効果により、従来の入力インピーダンスによって遮断周波数
が決定してしまう電流増幅素子に比べて高い遮断周波数が得られる。
【００３２】
　以下に実施例を説明するとともに、本願の理論的な側面についても説明を加える。
【００３３】
　－実施例－
　図１と同じ構造の電流増幅素子を作製した。入力電流路６０の長さ（入力端子間距離）
は５０μｍ、出力電流路７０の長さ（出力端子間距離）は０．１μｍとした。また、絶縁
膜８０の厚みは３．７ｎｍとした。磁石９０は磁束密度０．５Ｔのネオジウム磁石とした
。
【００３４】
　高周波特性の評価は、電流増幅素子のＳパラメータを測定し、さらに電流利得を求める
ためにＳパラメータからＨパラメータのＨ２１成分を算出することで行った。なお、電流
利得はＨ２１成分の大きさ｜Ｈ２１｜で与えられる。Ｓパラメータの測定の際のＤＣバイ
アスは、入力、出力ともに２Ｖとした。
【００３５】
　磁場を印加したときの電流利得から磁場を印加していないときの電流利得を差し引いた
、磁場印加により増加した電流利得の周波数特性を図３に示す。磁場を印加することによ
り磁場がないときに比べて電流利得は増加していることがわかる。以下では、電流利得の
増加分が０（ｄＢ）となる周波数をデバイスの遮断周波数と定義し、本実施例を説明する
。
【００３６】
　図３に示すように、本実施例では４０ＧＨｚまでしか測定していないので、電流利得の
増加分が０となる遮断周波数はわからない。そこで、「４０ＧＨｚ以上の周波数では、周
波数に反比例して電流利得は減少する」という仮定を立てて遮断周波数を推定した。この
仮定は理想的な場合の電流利得の増加分Ｇを表す式に基づいている。電流利得の増加分Ｇ
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は、電流路中の電子の移動度をμ、磁束密度の大きさをＢ、電流路中における電子の衝突
緩和時間をτ、入力電流路の長さをＬ、出力電流路の長さをＷ、入出力周波数をｆとする
と、定数緩和時間近似の範囲では、次式で与えられる。
【００３７】
【数１】

【００３８】
　この式は電流磁気効果から以下のように導き出される。ある物質に電場Ｅ＝（Ｅｘ，Ｅ

ｙ，Ｅｚ）とＺ方向の磁場Ｂ＝（０，０，Ｂ）を印加すると、電流磁気効果により物質を
流れる電流密度Ｊ＝（Ｊｘ，Ｊｙ，Ｊｚ）は
【００３９】

【数２】

【００４０】
で与えられる。ここで、ｎは物質中のキャリア（電子または正孔）の濃度、－ｅは電子の
素電荷、τはキャリアの衝突緩和時間、ｍ*はキャリアの有効質量、ωcはサイクロトロン
角振動数でωｃ＝ｅＢ／ｍ*である。
【００４１】
　上記物質にｘ軸と平行に２つの入力端子を、ｙ軸に平行に出力端子を備え付けた場合を
考える。理想的な場合を考え、ｚ方向の電場は存在しないとする。また、印加される電場
として時間的に変化しない静電場ではなく、角振動数ωで振動する電場が印加された場合
を考える。このとき、電流密度Ｊは近似的に
【００４２】
【数３】

【００４３】
で与えられる。入力電流路、出力電流路のＺ方向厚さをｄとすると、入力電流Ｉｘは近似
的にＪｘＷｄ、出力電流ＩｙはＪｙＬｄとなり、電流利得の増加分Ｇは｜Ｉｙ／Ｉｘ｜と
して導きだせる。従って、この式から電流利得の増加分Ｇの式が導き出される。
【００４４】
　周波数ｆが小さいとき、つまり１＞＞２πτｆのときは、Ｇの増加分は周波数によらず
一定の値になる。一方周波数ｆが大きくなっていくと１＜＜２πτｆとなり、このときに
はＧはｆに反比例して減少すると予想される。上記の仮定は、このような理想的なＧの周
波数依存性から想定したものである。
【００４５】
　なお、この仮定によって得られる遮断周波数は、実際の遮断周波数よりも小さく見積も
られている可能性がある。なぜならば、電流利得の増加分のうち４０ＧＨｚ近辺でデータ
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のあるものを見ると、周波数が増大するに連れて減少はしているものの周波数に反比例す
るほどの減少とはなっていないからである。
【００４６】
　図４は図３のデータに、周波数に反比例して減少する電流利得の増加分の仮定の線１０
０を加えたものである。この図より遮断周波数は、７１ＧＨｚと推定される。なお、上述
のとおり、実際の遮断周波数は７１ＧＨｚよりも大きいと思われる。
【００４７】
　Ｇ＝１のときのｆが遮断周波数となる。従って電子の移動度が大きくなればそれに比例
して遮断周波数も高くなる。例えば、本実施例の電流増幅素子において出力電流路７０の
長さを半分の０．０５μｍ（５０ｎｍ）とすると、Ｇは２倍になり６ｄＢ程度増加する。
この場合は、遮断周波数は約２００ＧＨｚと推定される。現在の半導体素子の製造技術か
ら考えると、５０ｎｍの加工は十分可能であるので、Ｓｉからなっていて遮断周波数が２
００ＧＨｚの電流増幅素子を量産することは可能である。
【００４８】
　また、本実施例では、出力電流路７０にｎ＋型Ｓｉを用いており、ドーピングにより電
子の移動度が約１００ｃｍ２／Ｖｓ（ドーピング濃度は１×１０１９ｃｍ－３）と低いた
め、推定遮断周波数が７１ＧＨｚ程度とそれほど高くなっていないものと考えられる。そ
こで、Ｓｉよりも高い電子移動度を有している化合物半導体であるＧａＡｓを用いた場合
の遮断周波数を予測する。
【００４９】
　ＧａＡｓにおいて、ドーピング濃度を１×１０１９ｃｍ－３とすると、電子の移動度は
約１３００ｃｍ２／Ｖｓになると期待される。従って、本実施例において半導体材料をＳ
ｉからＧａＡｓに変更すると、上式よりＧは１３倍、即ち２２ｄＢ程度増加すると予想さ
れる。図５はこの予想を基に描いたＧａＡｓの周波数特性の図である。Ｓｉの場合と同様
にして反比例の仮定の線２００を書き入れて遮断周波数を推定すると、約１５ＴＨｚとな
る。この遮断周波数は従来の半導体増幅素子の上限と考えられている１ＴＨｚを大きく越
えている。
【００５０】
　図６は以上のことをまとめて示している、縦軸に遮断周波数（ＴＨｚ）、横軸に出力電
流路の長さＷまたはゲート長（ｎｍ）をとった特性のグラフである。３本のグラフのうち
、真ん中のものがホール効果を利用していない従来の電流増幅素子（ＧａＡｓ系）の特性
を示したものである。下側のグラフは、Ｓｉからなるホール効果を利用した電流増幅素子
の特性を計算して示したグラフであり、本実施例（出力電流路１００ｎｍ）の特性は符号
３００で示されている点で表される。上側のグラフは、ＧａＡｓからなるホール効果を利
用した電流増幅素子の特性を計算して示したグラフであり、出力端子間距離を１００ｎｍ
としたときの特性が符号４００で示されている点である。このように、本実施例の電流増
幅素子はＳｉからなっているにもかかわらず、ＧａＡｓからなる従来の電流増幅素子に近
い特性（遮断周波数）を有していて、本実施例の電流増幅素子をＧａＡｓにより作製する
と従来の電流増幅素子よりも２桁近く遮断周波数が大きくなることがわかる。なお、より
高い遮断周波数を有する電流増幅素子を得るためには、変調ドープ構造などを用いること
も考えられる。
【００５１】
　（実施形態２）
　実施形態２に係る電流増幅素子の模式的な平面図を図２（ａ）に、図２（ａ）の模式的
なＡ－Ａ’線断面図を図２（ｂ）に示す。
【００５２】
　本実施形態の電流増幅素子はシリコン基板４０上に形成されており、入力電流路および
出力電流路６２は不純物がドープされたＳｉからなっている。実施形態１とは異なり入力
電流路と出力電流路６２とが絶縁膜によって隔てられておらず、両電流路はそれぞれの一
部が電流増幅素子中の同じ部分を占めている。即ち、２つの入力端子１５，３３（１つは
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グランド配線３０の一部）の間を繋ぐ入力電流路と２つの出力端子２５、３５（１つはグ
ランド配線３０の一部）の間を繋ぐ出力電流路６２は、図２（ｂ）に示されている部分で
は同じ領域を占めている。
【００５３】
　Ａｌからなる入力配線１１はコンタクト部である入力端子１５において入力電流路と直
接接続されている。もう一方の入力端子３３はグランド配線３０におけるコンタクト部で
ある。また、Ａｌからなる出力配線２１は、コンタクト部である出力端子２５と電気的に
接続しており、出力端子２５は出力電流路６２と直接接続されている。もう一つのコンタ
クト部である出力端子３５はグランド配線３０と接続している。入力電流路および出力電
流路６２はｎ型Ｓｉからなっている。ｐ型Ｓｉである基板４０の下側には磁石９０が接着
されている。磁石９０は断面図において上下方向にＮ極とＳ極とが並んでおり、出力電流
路６２および入力電流路に対して直交する上下方向の磁場を形成している。
【００５４】
　一方、平面図においては、入力電流と出力電流とが互いに直交して流れるように入力電
流路と出力電流路６２とが配置されていることが示されている。即ち、図２（ａ）におい
て入力電流は２つの入力端子１５，３５の間を流れるので、図の左右方向に流れるのに対
し、出力電流は２つの出力端子２５，３５の間を流れるので、図の上下方向に流れる。な
お、基板４０の上において入力電流路、出力電流路６２、入力端子１５，３３、出力端子
２５，３５、入力配線１１、出力配線２１、およびグランド配線３０以外の部分は絶縁層
５１が形成されている。
【００５５】
　本実施形態においては、入力端子１５，３３と出力端子２５，３５とが図２（ａ）にお
いて菱形の配置となっている。より正確に説明すると、入力端子１５，３３および出力端
子２５，３５の各辺も一つの辺とみなすと、八角形の配置となっており、各端子同士を結
ぶ辺が菱形配置となっている。このような配置とすることで、入力端子１５から出力端子
２５を介してグランド側の入力端子３３に電流が流れることは抑制できる。
【００５６】
　本実施形態は実施形態１とは異なり、入力電流路と出力電流路６２とが絶縁膜によって
隔てられていないが、入力電流路と出力電流路６２とが直交しており、両電流路に対して
垂直な磁場が形成されているため、理論的に電流磁気効果により電流増幅が行われると考
えられる。
【００５７】
　（その他の実施形態）
　上記の実施形態は、本発明の例示であり本発明はこれらの例に限定されない。例えば、
入力電流路および出力電流路を構成する物質はＳｉやＧａＡｓに限定されず、ＳｉＣやＳ
ｉＧｅ、ＳｉＧｅＣ等、あるいはＩｎＧａＡｓ等のIII－Ｖ族化合物半導体、またはＣｕ
やＡｕ、Ａｌなどの金属などであっても構わない。特に電子の移動度が高いものが好まし
い。
【００５８】
　入力電流路と出力電流路とは厳密な意味での垂直であることは必要なく、垂直から数度
程度ずれて略垂直であってもよく、さらに理論的な意味では平行ではなくて互いに垂直な
成分が存していれば電流増幅が行われる。同様に発磁体が発生させる磁場は、入力電流路
および出力電流路の双方に略垂直であればよく、入力電流路および出力電流路の双方に対
して少なくとも垂直成分が存していれば電流増幅の効果があるのでよい。
【００５９】
　実施形態１において絶縁膜８０の厚みは薄い方が好ましい。具体的には０．５ｎｍ以上
１００ｎｍ以下が好ましい。なお、絶縁膜８０はＳｉＯ２、ＳｉＮ、シリコン酸窒化膜な
どどのようなものであってもよい。
【００６０】
　本発明の電流増幅素子では、遮断周波数は電子移動度が大きいほど高くなるので、半導
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体ヘテロ接合を形成して出力電流路をＨＥＭＴ構造にすることが好ましい。半導体ヘテロ
接合は、公知の接合を用いればよい。
【００６１】
　発磁体は、入力電流を磁場の中に置くものであれば、永久磁石であっても電磁石であっ
ても又は電流の流れる配線でも構わない。また、基板上に発磁体を設けていなくても、電
流増幅素子として動作する際に磁場の中に入力電流が置かれるように基板近傍に発磁体を
配置する構成であってもよい。また、電流利得の増加分Ｇの式からわかるように発磁体か
ら生じる磁場は大きい方が好ましい。本発明においては特許文献１の発明とは異なり、複
数の電流増幅素子に磁場を与える磁石（発磁体）は一つの磁石であっても構わないので、
強力な大きな磁石を集積回路の上方又は下方に配置させることが好ましい。なお、装置全
体を小型化することを考えると、基板の下面あるいは上面に磁性体薄膜を設けて磁場を発
生させることが好ましい。この場合、基板４０の裏面あるいは上面にスパッタなどによっ
て磁性体薄膜を形成すればよい。また入力電流路と出力電流路との間に発磁体を配置して
も良い。
【００６２】
　電流利得の増加分Ｇの式から、遮断周波数を高くするためには既に述べたパラメータ以
外のパラメータに関して考えると、入力電流路の長さＬは長い方が好ましく、電子の衝突
緩和時間τは小さい方が好ましい。なお、Ｌに関しては出力電流路の長さＷとセットにし
て考えると、Ｌ／Ｗが１以上であれば実用上遮断周波数が十分大きくなる。さらに、Ｌ／
Ｗが５０以上となるようにすると遮断周波数をより大きくすることができ好ましい。
【００６３】
　さらにこれまで説明してきた電流増幅素子は、整流や発振、記憶等他の機能を有する素
子と同じ基板上に形成されることが好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　以上説明したように、本発明に係る電流増幅素子は、非常に高い遮断周波数を有し、光
通信システムにおける増幅素子や高周波アナログ無線システムにおける増幅素子等として
有用である。
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